
令和７年度当初予算案における主要な施策

参考資料

部 局 名

産 業 労 働 部



Ⅰ 総 額

伸び率令和６年度令和７年度区 分

△1.5％24,795,761千円24,429,935千円予算総額

－1.2％1.1％一般会計構成比

【一般会計】

伸び率令和６年度令和７年度区 分

△2.5％121,331千円118,263千円予算総額

【中小企業高度化資金特別会計】

－ ２ －

新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 変化に向き合う県内中小企業・小規模事業者の支援

Ｐ ５ 商工団体等を通じた小規模事業者への経営支援【産業労働政策課】 ３，１９９，４４１

Ｐ ６ 円滑な価格転嫁に向けた支援【産業労働政策課】 ２２，２９３

Ｐ ７  一部新規  ＤＸの推進【産業支援課】                           ８５，２２９

   Ｐ ８  一部新規  人手不足の課題解決に向けた省力化支援【産業支援課】             ７３６，０４２

Ｐ ９ 一部新規 経営革新の支援【産業支援課】 ８０，３８１

Ｐ１０ 一部新規 「渋沢ＭＩＸ」におけるイノベーションの創出【産業支援課】 ３９５，３７２

Ｐ１１ 一部新規 事業継続及び販路開拓支援【産業支援課】 ６０，５６２

Ｐ１２ 一部新規 デザインイノベーションの支援【産業創造課】 ６０，８５８

Ｐ１３ 海外ビジネス展開の支援【企業立地課】 １２７，４４９

Ｐ１４ 一部新規 資金調達の円滑化支援【金融課】 ２，９９９，１２８

２ 新たな産業の育成と企業誘致の推進

Ｐ１５ 一部新規 サーキュラーエコノミーの推進【産業創造課】 ２１２，８０８

Ｐ１６ 次世代ものづくり産業のイノベーション支援【産業創造課】 １９１，９１８

Ｐ１７ 一部新規 「ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター(仮称)」の整備【産業創造課】 ７６２，１３５

Ｐ１８ 一部新規 企業誘致の推進【企業立地課】 ９３８，４１３

（単位 千円）



－ ４ －

（単位 千円）

３ 商業・サービス産業の育成

Ｐ１９ 一部新規 商店街活性化の支援【商業・サービス産業支援課】 ８５，００１

Ｐ２０ 新 規 持続可能な物流確保に向けた支援【商業・サービス産業支援課、産業労働政策課】 １０４，８５０

４ 魅力ある観光の推進

Ｐ２１ 一部新規 観光振興の推進【観光課】 ９１，３０５

Ｐ２２ 一部新規 インバウンド誘致の推進【観光課】 １４０，７７７

５ 多様な人材への就業支援

   Ｐ２３  一部新規  若者の就業支援【雇用労働課、多様な働き方推進課】                ８８，０７９

   Ｐ２４        女性の活躍推進【人材活躍支援課】                       １５６，２４７

   Ｐ２５  一部新規  シニアの活躍支援【人材活躍支援課、雇用労働課】                          １７１，２６７

 Ｐ２６ 障害者雇用の促進【雇用労働課】 １８２，６１１

６ 働きやすい職場環境の整備

Ｐ２７ 一部新規 働き方改革の推進【多様な働き方推進課】 ４７，９２７

７ 産業人材の確保・育成

Ｐ２８ 一部新規 人手不足対策の推進（再掲含む）                     １，１８０，５６３

                【雇用労働課、人材活躍支援課、産業人材育成課、産業支援課】

新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表



商 工 団 体 等 を 通 じ た 小 規 模 事 業 者 へ の 経 営 支 援

小規模事業者の活力を高めるため、商工団体が行う経営相談等の取組や中小企業組合の先進的取組を支援する。

目 的

担当 産業労働政策課 商工団体担当
内線 ３７２１

【予算額】３，１９９，４４１千円

事業概要

１ 商工団体への補助 ３，１８４，４４１千円

（１）安定的な運営の確保 ２，９４８，８６１千円

・経営指導員等の人件費や指導に係る事務費

・広域課題の解決や職員育成を図る広域指導員を配置

（１）先進的取組への支援 １５，０００千円

①重点テーマ型（ＡＩ・ＩｏＴ活用、価格転嫁、カーボンニュートラル、人手不足対策等）

【ハード事業】 補助率 ２／３ 上限額 ７００万円

【ソフト事業】 補助率 ２／３ 上限額 ２００万円

②一般型 補助率 １／２ 上限額 ５０万円

２ 中小企業組合への支援 １５，０００千円

（２）相談機能の強化 ３２，２８０千円

・専門家派遣による事業者への支援

・職員の専門知識向上のための研修費用の補助

・職員の中小企業診断士資格取得費用の補助

（３）主体的な取組の促進 ２０３，３００千円

・前年度の事業者支援実績＊に応じて、商工団体自らの裁量で人件費や事業費等に活用できる奨励金を交付

県

商工団体

小規模事業者

（１）安定的な運営の確保
補助 （２）相談機能の強化

（３）主体的な取組の促進

経営支援

－ ５ －

＊支援実績の算定指標
①国庫補助金採択数 ②経営革新計画等承認・認定件数 ③創業件数 ④組織率 ⑤パートナーシップ構築宣言企業数



円 滑 な 価 格 転 嫁 に 向 け た 支 援

価格交渉のノウハウ獲得に向けた伴走型支援や価格交渉に役立つツールの機能拡充により、円滑な価格転嫁に向けた環境整備を
行う。

目 的

担当 産業労働政策課 戦略会議担当
内線 ３７０２

【予算額】２２，２９３千円

１ 円滑な価格転嫁に向けた環境整備 ２２，２９３千円

（１）専門家による伴走型支援 １９，９１９千円

・県内企業に対する価格交渉ノウハウ獲得に向けた専門家による伴走型支援の実施

（２）価格交渉に役立つ各種支援ツールの機能拡充 １，５００千円

・「価格交渉支援ツール」及び「収支計画シミュレーター」の機能拡充

（３）施策の周知等に係る経費 ８７４千円

・「価格転嫁サポーター」養成のための経費

・「強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」の運営経費 等

－ ６ －

事業概要

価格転嫁サポーターロゴ

伴走型支援の様子

戦略会議の様子

価格交渉支援ツール 収支計画シミュレーター



Ｄ Ｘ の 推 進

経済団体・金融機関・支援機関・行政が一体となった「埼玉県ＤＸ推進支援ネットワーク」を軸に、中小企業の生産性向上へ
ＤＸを推進する。

担当 産業支援課 ＤＸ推進担当
内線 ３７８８

【予算額】８５，２２９千円

１ 中小企業ＤＸの更なる推進 ８５，２２９千円

（２）事業者のステージに応じた支援 ５２，３０３千円

・初歩段階から業務・組織の変革まで、事業者のデジタル化ステージに

応じた支援を幅広く実施

・支援に当たっては、ＤＸコンシェルジュ（産業振興公社）とＤＸ推進員

（商工会議所連合会・商工会連合会）が連携して実施

一部新規

－ ７ －

事業概要

（１）ノーコードツール活用によるＤＸ促進（ 新 規 ） １９，０００千円

事業者におけるノーコードツール活用を促進するための実践型ワークショップを実施

【ステップ２】 【ステップ３】【ステップ１】 【ステップ４】 【ステップ５】

先行事例から
ノーコードツール
活用法を学ぶ

自社の課題解決
へのアプリ活用を

検討

実際にアプリ
を作成

アプリを自社の
現場で実践

実践を踏まえて
アプリを改良

（３）ＤＸ優良事例の横展開・情報発信 １３，９２６千円

ＤＸ支援に関する情報をワンストップで得られるよう、各種支援情報や「埼玉ＤＸ大賞」

の受賞事例などをＷｅｂサイトに掲載し、横展開を推進

目 的



－ ８ －

人 手 不 足 の 課 題 解 決 に 向 け た 省 力 化 支 援

目 的

担当 産業支援課 経営革新支援担当
内線 ３９０３

【予算額】７３６，０４２千円

事業概要

１ 省力化投資の支援 ７３６，０４２千円

（２）省力化投資に対する補助（ 一部新規 ） ７３１，９５０千円

・製品カテゴリリスト*に掲載された機器・ＩＴツール等を新規に導入する費用の一部を補助

補助率 １／２ 上限額 ２００万円

*県が策定する省力化製品の分類一覧(協働ロボット、ＣＡＤ、注文・会計システム等）

人手不足の課題解決に向け、機器・ＩＴツール等を活用して省力化に取り組む中小企業を支援する。

（１）専門家派遣の実施（ 新 規 ） ４，０９２千円

・専門家を派遣し、省力化への助言及び支援カルテを作成

一部新規

新規・拡充内容

・専門家等が作成した支援カルテに基づき、省力化が見込まれる新型設備に更新する費用

の一部を補助

補助率 １／２ 上限額 ７５０万円

・検討委員会における効果検証等の実施、事例集作成

検討委員会における
補助メニュー等の検討

事例集作成補助の実施 効果検証



－ ９ －

経 営 革 新 の 支 援

新たな事業活動に取り組む経営革新計画に基づき、経営力の向上を図る中小企業等を支援する。

担当 産業支援課 経営革新支援担当
内線 ３９１０

【予算額】８０，３８１千円

事業概要

（２）経営革新計画のフォローアップ支援（ 一部新規 ） ２０，０３０千円

・計画の実行を支援するため、県や商工団体から中小企業診断士等の専門家を派遣

・販路開拓支援のため、県から企業ＯＢ等の専門家を派遣

一部新規

１ 経営革新計画の策定からフォローアップまでの支援 ８０，３８１千円

（１）経営革新計画の策定支援 ６０，３５１千円

・計画の策定を支援するため、商工団体から中小企業診断士等の専門家を派遣

入力科目 金額
売上高 100,000
売上原価 75,000
 労務費 10,000
 材料費 7,000
 外注費 55,000
 経費 3,000
売上総利益 25,000
販管費 30,000
営業利益 ▲ 5,000

入力データ（例） 分析結果（イメージ）

専門家による改善・助言（例）

事業者

 自社の経営革新計画の進捗状況や経営上の課題を見える化するフォローアップツールを作成ー
アッ

新規・拡充内容

フォローアップツール （イメージ）

作業工程や設備配置の
見直しが必要です。

内製化する品目や作業の
選定もしてみましょう。

目 的



「 渋 沢 Ｍ Ｉ Ｘ 」 に お け る イ ノ ベ ー シ ョ ン の 創 出

渋沢ＭＩＸを設置・運営し、様々な業種・規模の企業やスタートアップ等の交流・マッチングにより、イノベーションの創出を
支援する。

目 的

【予算額】３９５，３７２千円

事業概要

１ 「渋沢ＭＩＸ」の施設運営 １７２，９６３千円 (うち債務負担行為１６７，２２２千円)

（１）「渋沢ＭＩＸ」の施設運営費等 １７２，９６３千円

・施設の管理・運営

・イベント（セミナー・交流会等）の企画・実施、広報等

（２）スタートアップの創出・成長支援（ 一部新規 ） ７５，０００千円

・シード期及びアーリー期（起業初期段階）のスタートアップを対象に

短期集中型の伴走支援プログラムを実施

担当 産業支援課 創業支援担当
内線 ３９０８

一部新規

 共創プログラム
企業同士のマッチングによる協業の伴走支援、支援金の支給

新規・拡充内容

２ プログラム等の実施 ２２２，４０９千円

－ １０ －

 アクセラレーションプログラム（アーリー期）
事業成長に向けた伴走支援、支援金の支給、デモデイ(成果報告会)の開催

新規・拡充内容

（１）オープンイノベーションの創出・促進（ 一部新規 ） １４０，０００千円

・オープンイノベーション意識醸成セミナー、ワークショップを実施

・社会課題や企業課題を協業により解決する伴走支援プログラムを実施

（３）イノベーションを担う人材の育成 ７，４０９千円

・大学生を対象とした起業伴走プログラムを実施

・アントレプレナーシップ教育推進のための大学間ネットワークを運営 DENTSU LIVE INC. ＆ TAKEARCHITECTS Co., Ltd.（テイクアーキテクツ）

（イノベーション創出エコシステム）

（内観パース）



－ １１ －

事 業 継 続 及 び 販 路 開 拓 支 援

社会経済情勢の変化への対応に向け、中小企業のＢＣＰ(事業継続計画)策定や事業承継、販路開拓などの課題解決への取組を支
援する。

目 的

担当 産業支援課 経営革新支援担当
内線 ３９１０

【予算額】６０，５６２千円

事業概要

１ 経営課題解決の取組への支援 ６０，５６２千円

（１）ＢＣＰ策定による産業のレジリエンス強化（ 一部新規 ） ２７，７９２千円

・産業振興公社にアドバイザーを配置し、業界団体等と連携したセミナー等を実施

一部新規

（３）販路開拓の支援（ 一部新規 ） ２０，２８８千円

・「彩の国ビジネスアリーナ」の開催

・産業振興公社のコーディネーター等による取引マッチング支援

・「Ｓ－Ｓｅａｒｃｈ」（ビジネスマッチングサイト）の運営

 食や工芸品等の全国規模の展示商談会に「埼玉県ブース」を共同で出展

新規・拡充内容

（２）事業承継等の経営課題への支援（ 一部新規 ） １２，４８２千円

・産業振興公社にアドバイザーを配置し、事業承継等に関する助言を実施

・国が設置する事業承継・引継ぎ支援センターと連携した定例相談会やセミナーを実施

 損害保険会社社員等を「ＢＣＰサポーター」として登録し、取引先企業のＢＣＰ策定を促進

 実地演習の企画運営ができるＢＣＰ訓練マニュアルを県で作成・周知し、企業の訓練実施を促進

新規・拡充内容

 後継者不在の事業者と企業や創業希望者とのマッチング機会を提供

新規・拡充内容

彩の国ビジネスアリーナ２０２５



デ ザ イ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン の 支 援

産業技術総合センター（ＳＡＩＴＥＣ）にデザインイノベーションセンターを整備し、デザイン経営の考え方を取り入れた製品
開発や既存製品の高付加価値化、企業のブランド力向上等を支援する。

目 的

【予算額】６０，８５８千円

事業概要

１ デザインイノベーションの支援 ６０，８５８千円

（１）ＳＡＩＴＥＣデザインイノベーションセンターの整備（ 新 規 ） ３９，３６３千円

・デザインに関する相談対応や情報提供を行う支援拠点をＳＡＩＴＥＣに設置

・レーザー加工機やデザイン用のコンピュータシステム等の試作ができる機器を整備

（２）デザイナーズバンクの整備（ 新 規 ） ５，０００千円

・企業の課題解決を支援するデザイナーのデータベースを構築

（３）デザインを活用した価値向上・課題解決支援（ 一部新規 ） ５，００８千円

・企業からの相談対応及び製品価値向上・開発支援

・経営者向けデザイン経営特別セミナー、デザイン人材育成のための

ワークショップの実施

担当 産業創造課 技術支援担当
内線 ３７７７

一部新規

 デザイナーズバンクのデザイナー派遣による支援

 経営者と担当者に階層分けした効果的なデザインセミナーの実施

 相談機会拡大のための出張相談の実施

新規・拡充内容

－ １２ －

（４）プロダクトデザイナーを活用した企業の事業多角化伴走支援 １１，４８７千円

・事業の多角化を目指す企業とデザイナーとの協業によるＢｔｏＣ製品の開発

・開発製品の販路開拓支援



－ １３ －

海 外 ビ ジ ネ ス 展 開 の 支 援

目 的

【予算額】１２７，４４９千円

事業概要

１ 世界を彩る「埼玉ビジネス」海外展開プロジェクト ９６，９３８千円

（１）マーケットイン*視点の商品改良等の支援（ 拡 充 ） ４８，１００千円

*市場や顧客の視点に立って商品の開発を行うこと

・輸出を検討する商品のテストマーケティングの機会を提供

海外展示会出展の経費を補助（補助率 １／２ 上限額 １００万円）

海外ポップアップショップの設置

・テストマーケティングを踏まえた商品改良経費を補助（補助率 １／２ 上限額 １００万円）

（３）ジェトロと連携した海外販路開拓支援 ２０，０００千円

・海外バイヤーとの商談会など、ジェトロによる海外販路開拓支援

（２）「海外マーケティング推進コンソーシアム」の運営              ２８，８３８千円

   ・輸出を目指す企業と商社、物流企業、支援機関等がつながる場の運営

・企業連携による海外展開の取組をコーディネーターが伴走支援

担当 企業立地課 国際経済担当
内線 ３７６６

２ 海外におけるビジネス展開の支援 ３０，５１１千円

（１）アセアン訪問と県内企業の販路開拓支援 ３０，５１１千円

・シンガポール、ベトナムでの県産品プロモーションを実施

輸出を目指す県産品イメージ

企業の海外展開意欲が円安等により高まる中、高い成長が見込まれる海外マーケットへの販路開拓を支援する。

 海外展示会出展及び商品改良経費の補助枠を拡大

新規・拡充内容



－ １４ －

資 金 調 達 の 円 滑 化 支 援

中小企業制度融資の適切な運営により、県内中小企業・小規模事業者の円滑な資金調達を支援する。

目 的

担当 金融課 企画・制度融資担当
内線 ３８０１

【予算額】２，９９９，１２８千円

事業概要

１ 中小企業制度融資による中小企業等への資金繰り支援 ２，９９９，１２８千円

（１）金融機関からの借入れに対する利子補給等（ 一部新規 ） ２，９９８，３５５千円

県内中小企業等の資金需要に万全を期すため、総融資枠３，６００億円を確保

一部新規

 物価高騰や人件費の上昇に伴う資金需要に対応するため、
経営あんしん資金に【物価高騰特例】を創設

 人手不足に対応する設備投資を重点的に支援するため、
設備投資促進資金に【人手不足対応特例】を創設

新規・拡充内容

融資枠資 金 名融資枠資 金 名

３００億円経営安定資金７００億円事業資金

７００億円一新 経営あんしん資金４００億円小規模事業資金

２００億円企業パワーアップ資金２５０億円起業家育成資金

７５０億円借換資金１５０億円一新 設備投資促進資金

合計 ３，６００億円１５０億円産業創造資金

設備投資促進資金
【人手不足対応特例】

経営あんしん資金
【物価高騰特例】

１００億円３００億円融資枠

０．６％０．６％利子補給率

（２）回収納付金を受領する権利の放棄に係る外部専門家への意見聴取経費（ 新 規 ） ７７３千円



県内産業の成長と資源の循環利用をともに推進し、環境と経済の両立を目指すサーキュラーエコノミーの取組を支援する。

サ ー キ ュ ラ ー エ コ ノ ミ ー の 推 進

担当 産業創造課 ものづくりイノベーション推進担当
内線 ３７３７

【予算額】２１２，８０８千円

（１）サーキュラーデザイン リーディングモデル構築支援 ６６，２６１千円

・再生材の活用など「資源の循環に配慮した設計」による試作開発等に係る経費を補助

・産業技術総合センターによるバイオプラスチックの実用化研究

一部新規

（３）広域連携による衣料品のサーキュラーエコノミーの推進（ 新 規 ） １４，８００千円

周辺自治体等と広域的に連携し、衣料品のサーキュラーエコノミーに向け、企業マッチングや

再生製品の販売促進イベントを合同で実施

（４）サーキュラーエコノミー ビジネスプランコンテストの開催 ９，０００千円

スタートアップ企業を対象に、先進的なビジネスプランを表彰して事業展開を支援

（２）食のサーキュラーエコノミー リーディングモデル構築支援 ６５，８７３千円

・食品廃棄物等を活用した新製品の開発等を行う設備・システム等に係る経費を補助

・産業技術総合センター北部研究所（食の再資源化トライアル拠点）による技術的支援

－ １５ －

＊小規模事業者は３／４

(1) サーキュラーデザイン

２／３補助率

２，０００万円上限額

(2) 食のサーキュラーエコノミー

２／３＊補助率

２，０００万円上限額

事業概要

１ サーキュラーエコノミーに取り組む県内企業への支援 ２１２，８０８千円

（５）サーキュラーエコノミー推進センター埼玉による支援（ 一部新規 ） ５６，８７４千円

・コーディネーターによる相談対応やマッチング支援、事業化に向けた研究会の運営

・大規模展示商談会への出展による販路拡大支援

 大企業のサーキュラーエコノミーに関するニーズを広く調査してマッチングを
行うことで、県内企業の成長を支援

新規・拡充内容

生産

再資源化

消費

原材料

令和6年度ビジネスプランコンテスト表彰式

目 的



中小企業の成長フェーズに応じた支援を行い、ものづくり産業におけるイノベーションを活性化する。

－ １６ －

次 世 代 も の づ く り 産 業 の イ ノ ベ ー シ ョ ン 支 援

担当 産業創造課 ものづくりイノベーション推進担当
内線 ３７３５

【予算額】１９１，９１８千円

事業概要

１ 技術イノベーション創出の支援 １９１，９１８千円

（１）技術開発フェーズのものづくり企業支援（ 拡 充 ） １３３，３７６千円

将来の成長が見込まれる技術や製品の開発を対象に補助金を交付

（２）社会実装フェーズのものづくり企業支援 １０，４３４千円

・開発した技術・製品の社会実装のための市場ニーズ把握、実証実験等を支援

・資金調達や経営体制等に課題を持つものづくりスタートアップ企業について

渋沢ＭＩＸと連携して支援

 小規模企業者に対する補助上限額を５００万円から１，０００万円に
引き上げ

新規・拡充内容

（３）ものづくりイノベーション創出のサポート ４８，１０８千円

・「ものづくりイノベーション支援センター埼玉」において、ものづくり企業の

技術・製品開発、産学連携、知財活用等をワンストップでサポート

・埼玉大学と連携した開発実習プログラムを実施し、研究開発人材を育成

上限額補助率

１，０００万円２／３（小規模企業者は３／４）

次世代ものづくり技術活用製品開発費補助金

技術開発フェーズ

【課題】

創業間もない企業が多いため、
開発のための資金獲得が困難

社会実装フェーズ

【課題】

量産化のための資金調達、
実証場所の確保、市場ニーズ対応が必要

事業化の流れ

目 的



（３）埼玉県ロボティクスネットワーク*の運営（ 一部新規 ） ４９，０７２千円

セミナーの実施、分野別研究会の開催によるロボット開発プロジェクトの創出、商談会の開催

*ロボット開発企業等を会員とするネットワーク

 ロボット開発プロジェクトの開発費の一部を補助

「 Ｓ Ａ Ｉ Ｔ Ａ Ｍ Ａ ロ ボ テ ィ ク ス セ ン タ ー ( 仮 称 ) 」 の 整 備

圏央鶴ヶ島インターチェンジに近接する交通至便地に「ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター(仮称)」を整備することにより、
中小企業等のロボット産業への参入を促進する。

【予算額】７６２，１３５千円

事業概要

（２）事業用地の管理等 ５１，３７３千円

センター全体イメージ図

一部新規
担当 次世代産業拠点整備担当
内線 ３９３３

１ 「ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター（仮称）」を核としたロボット産業への参入促進 ７６２，１３５千円

（１）センターの建設（４か年継続事業第２年次） ６６１，６９０千円

サービスロボットの研究開発や実証実験を行うためのロボット開発イノベーションセンター（仮称）（レンタルラボ、
コワーキングスペース、屋内フィールド等）及び多様な実証実験が可能な屋外実証フィールドを整備

〔規 模〕敷地面積：約１１．１ha

ロボット開発イノベーションセンター（仮称）延床面積：約５，７００㎡

〔総事業費〕８，８５５，２５４千円（令和６～９年度継続費）

〔スケジュール〕

令和９年度令和８年度令和７年度令和６年度

ロボット開発イノベーション
センター（仮称）建設工事

新規・拡充内容

－ １７ －

多目的
フィールド

ネット付き
ドローン飛行場

模擬市街地
フィールド

至 圏央鶴ヶ島ＩＣ
ロボット開発
イノベーション
センター（仮称）

ロボット開発イノベーションセンター（仮称）イメージ図

造成工事 構内道路・実証フィールド工事

開
所

目 的



－ １８ －

企 業 誘 致 の 推 進

首都圏の交通の要衝であり、安心・安全で効率的なビジネスを展開できる本県の優位性を生かした企業誘致活動を行い、県内
産業の振興や雇用の創出を図る。

目 的

担当 企業立地課 企業誘致担当 内線 ３７４８
立地支援担当 内線 ３８００

【予算額】９３８，４１３千円

事業概要

２ 立地企業へのフォローアップの推進 １，２８４千円

一部新規

１ 企業立地の促進 ９３７，１２９千円

（１）企業誘致活動の推進（ 一部新規 ） ２７，２３５千円

・全国の企業を対象としたオンライン併用の企業立地セミナーの開催

・産業用地や各種支援制度の紹介など、市町村と連携した企業へのアプロ―チ

   ・経済団体、金融機関、建設・不動産事業者などをメンバーとする「埼玉Rich応援団」と連携した取組

（１）フォローアップの充実 １，２８４千円

・立地後も定期的に企業訪問を行い、課題解決を支援

・立地企業のビジネス展開や連携を支援するため、立地企業同士や「埼玉Rich応援団」との交流会を開催

 企業誘致重点ターゲットの調査・分析

経済動向等を踏まえ、本県が重点的に誘致すべき対象分野の見直し等を実施

 市町村と一体となった誘致活動の強化

県と有志市町村でテーマごとのワーキングチームを設置

新規・拡充内容

（２）産業立地促進補助金による企業への支援 ９０９，８９４千円

・県内に立地した企業に不動産取得税相当額を補助

補助率 １０／１０ 上限額 原則１億円



－ １９ －

商 店 街 活 性 化 の 支 援

商店街の取組への補助や専門家による助言等を行い、市町村と連携して商店街の活性化を図る。

担当 商業・サービス産業支援課 商業担当
内線 ３７６１

【予算額】８５，００１千円

事業概要

１ 商店街等への補助 ７７，６６０千円

一部新規

（１）商店街等の取組に対する補助 ５５，２０８千円

・集客イベント等のソフト事業や街路灯等のハード事業に対する補助

ソフト（通常枠）補助率 １／２ 上限額 ２５万円

（重点枠）補助率 ２／３ 上限額 ５０万円

ハード 補助率 １／３（市町村１／３）

上限額 １，０００万円（ＬＥＤ灯改修等は２５０万円）

・埼玉版スーパー・シティプロジェクトと連携した空き店舗改修事業に対する補助

目 的

２ 専門家派遣 ５，６１８千円

（１）商店街に対する専門家等の派遣 ５，６１８千円

・課題解決に意欲的に取り組む商店街に専門家を派遣

・先進的な取組を行っている商店街の人材を他の商店街へ派遣

（２）「新たな担い手」による商店街賑わい創出の取組への補助（ 新 規 ） ２２，４５２千円

・移住＆空き店舗での開業希望者向けセミナー・相談会等に対する補助

補助率 ２／３ 上限額 １００万円

・商業インキュベーション施設の整備に対する補助

補助率 ２／３ 上限額 ２，０００万円

３ 人材育成 １，７２３千円

（１）商店街活性化の担い手育成 １，７２３千円

・商店街会員や支援機関(市町村、商工団体)職員を商店街活性化の担い手として育成する

ためのセミナー及びワークショップを実施

集客イベント

空き店舗での
開業希望者を
呼び込む

インキュベーション

でプレ開業

卒業後は
商店街の空き店舗

で本開業

引き続き
商店街の担い手

として活躍

専門家の助言を受ける商店街



持 続 可 能 な 物 流 確 保 に 向 け た 支 援

「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」を踏まえ、業界特性に応じた支援を行い、持続可能な物流の確保を図る。

目 的

担当 商業・サービス産業支援課 総務・サービス産業担当 内線 ３７５１
産業労働政策課 戦略会議担当 内線 ３７０２

【予算額】１０４，８５０千円

１ 物流業界の人手不足に対する支援 １０４，８５０千円

（１）女性活躍のための環境整備（ 新 規 ） ７１，７３０千円

・女性ドライバー採用を促進するため、女性専用のトイレ、休憩室、更衣室や託児スペースの設置へ補助

（２）集合住宅宅配ボックス設置補助（ 新 規 ） ３３，１２０千円

・再配達削減や消費者の行動変容のため、マンションやアパートへの宅配ボックス設置事業を行う市町村へ補助

補助率 市町村負担額の１／２ 上限額 １棟当たり１０万円

新 規

事業概要

〈負担割合〉

管理組合等 １／２ 市町村 １／４ 県 １／４例

上限額補助率対象

２００万円１／２中小企業

２６６万６千円２／３小規模企業者

宅配ボックス（イメージ）

宅配を１回で受け取ろう
キャンペーン

参考：「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言（令和６年９月）」

➣ 国・県・経済団体に加え、物流事業者や消費者団体など２３者で実施

（荷主・物流事業者向け）

・商慣行の見直し、物流の効率化

・ホワイト物流自主行動宣言の推進 「ホワイト物流」
自主行動宣言の推進

（消費者向け）

・再配達削減に向けた行動変容

－ ２０ －



観 光 振 興 の 推 進

本県の強みとなるコンテンツを生かした観光誘客を図るとともに、大宮駅エリアを中心に県産品の販路拡大を推進する。

目 的

担当 観光課 ＤＭＯ支援・観光振興担当 内線 ３９５２
総務・物産・民泊担当 内線 ３９５０

【予算額】９１，３０５千円

事業概要

１ 本県の強みを生かした観光振興 ６７，０４２千円

２ 県産品の販路拡大 ２４，２６３千円

－ ２１ －

（１）埼玉の「酒」を活用した観光誘客の推進（ 新 規 ） ３６，３０６千円

・酒蔵見学やワイナリーでの試飲等、「酒」を楽しむスポットとその周辺の観光を

促すプロモーションを実施（主なターゲット：宿泊率の高い２０～３０代）

（２）工場見学と周辺観光の促進（ 新 規 ） ６，５５０千円

・地域に開かれた「彩の国工場」の見学と組み合わせた観光周遊を促す

プロモーションを実施（主なターゲット：ファミリー層）

（３）スポーツツーリズムと広域プロモーションの推進（ 新 規 ） ２４，１８６千円

・８種目のアウトドアスポーツと組み合わせた周遊企画等の実施

（１）物産観光プロモーションの実施（ 新 規 ） ２４，２６３千円

・県産品アンテナショップ「そぴあ」の大宮駅構内等への移転可能性を調査

・大宮駅のデジタルサイネージ等で、駅構内で買える埼玉みやげをＰＲ

・埼玉みやげを展示・販売する常設コーナーを大宮駅構内に設置

・清酒出荷量
全国４位

・酒蔵数３１

サイクリング
水辺のアクティビティ
（カヌー、カヤック、ラフティング）

山のアクティビティ
（ハイキング、トレッキング、登山、ロッククライミング ）

一部新規



イ ン バ ウ ン ド 誘 致 の 推 進

インバウンド誘致が見込める魅力ある１０のコンテンツを集中プロモーションし、本県を訪問する外国人観光客の増加を図る。

目 的

担当 観光課 インバウンド担当
内線 ３９５７

【予算額】１４０，７７７千円

事業概要

１ インバウンドプロモーション ８１，７４５千円

（１）魅力あるコンテンツの集中的なプロモーション ５３，３４５千円

・旅の段階（旅マエ・ナカ・アト）ごとに、ＳＮＳやＷｅｂを活用した

プロモーションを幅広く展開

（２）米国の雑誌掲載を通じた富裕層の誘客（ 新 規 ） １６，４００千円

・購読者に富裕層が多い米旅行雑誌等への記事掲載に向け、ライターを対象に

ＦＡＭツアーや県内観光事業者との交流会を実施

（３）台湾旅行会社の団体旅行商品造成の促進（ 新 規 ） １２，０００千円

・訪日旅行実績がある台湾の旅行会社５社を対象に、ＦＡＭツアーや

県内観光事業者との商談会を実施

一部新規

２ 受入体制整備 ５９，０３２千円

（１）埼玉観光サポートデスクの運営等 ５９，０３２千円

・都内観光事業者や都内滞在中の外国人旅行者に埼玉観光を強力に働き掛け

－ ２２ －

知的探求層・富裕層 団体旅行者等

有力雑誌への掲載 団体旅行の商品造成

台湾旅行会社



若 者 の 就 業 支 援

県内の大学や高校に通う若者等に県内企業の魅力を伝えることで地元就職を促進し、企業の人材確保と若者の就業・定着を図る。

担当 雇用労働課 障害者・若年者支援担当 内線 ４５３７
多様な働き方推進課 総務・多様な働き方認定担当 内線 ３９６３

【予算額】８８，０７９千円

－ ２３ －

一部新規

（１）ＡＩ活用による若者の就業支援（ 新 規 ） ２４，１５５千円

・「ＡＩしごと診断・マッチングシステム」を構築し、適職診断や最適な県内企業を提案

・ＡＩから提案された企業の説明会・インターンシップ等の情報をプッシュ型で個別通知

・大学生等向けオープンカンパニー体験会の開催（「多様な働き方実践企業」を対象）

・プレ就活期の学生等を対象として正社員就職を意識付ける動画作成

（３）奨学金返還支援を行う企業に対する助成 ４８，２８７千円

従業員の奨学金返還を支援している中小企業等へ助成金を支給

補助率 １／２ 上限額 一人当たり年間９万円

※多様な働き方実践企業は補助率２／３ 上限額 一人当たり年間１２万円

（２）大学生等が県内企業を知るきっかけづくり １５，６３７千円

・メタバース企業説明会の開催

・スマートフォンで検索できる企業ガイド（県内企業の魅力ＰＲサイト）の運営

１ 若者の就業支援 ８８，０７９千円

事業概要

Ａ社 企業説明会
・日時︓○月✕日

１０時から
・会場︓△△ビル

【イメージ】

目 的



女 性 の 活 躍 推 進

女性キャリアセンターにおいて、働きたい女性のスキル習得から就業、就労継続、キャリアアップまでをワンストップで支援する。

担当 人材活躍支援課 女性活躍支援担当
内線 ４５４１

【予算額】１５６，２４７千円

（１）多様なニーズに対応した就業支援 ８７，８６１千円

就職相談、求職者の希望に沿った求人情報の紹介、各種セミナー等の実施

（２）働く女性のキャリアアップ支援 ４，０９０千円

キャリア相談やメンターとの交流会、管理職育成講座等の実施

事業概要

２ 就業・キャリアアップの伴走支援 １０９，１６０千円

（１）女性デジタル人材の育成（ 拡 充 ） ４４，６７８千円

求職中やキャリアアップを目指す女性を対象に、ＩＴスキル習得から就業

までを支援するオンライン講座を実施

－ ２４ －

１ スキル習得による就業支援 ４４，６７８千円

目 的

（３）在宅ワーカーの育成 １７，２０９千円

柔軟な働き方が可能な在宅ワークのスキル講習や仕事情報を提供

３ 女性活躍推進に係る情報提供等 ２，４０９千円

（１）ワンストップ支援サイト運営等 ２，４０９千円

 「オフィス実務コース」など講座内容を充実

新規・拡充内容



－ ２５ －

シ ニ ア の 活 躍 支 援

人生１００年時代を見据え、シニアが自らの意欲や希望に応じて働くことができる環境づくりを行う。

目 的

担当 人材活躍支援課 シニア・外国人活躍支援担当 内線 ４５４３
総務・企画担当 内線 ４５４０

雇用労働課 就業・求人相談担当 外線 ０４８（８２６）５６５０

【予算額】１７１，２６７千円

事業概要

１ シニアの働く場の拡大 ３３，０４５千円

（１）シニア活躍推進宣言企業の拡大 １２，９０２千円

・企業訪問によるシニア活躍の働き掛け

・シニア活躍推進宣言企業・シニア活躍推進宣言企業プラスの開拓・認定

２ シニアの就業支援 １３８，２２２千円

（２）シルバー人材センターへの支援 １７，６４６千円

（２）７０歳雇用確保助成金等による支援 ２０，１４３千円

・継続雇用の上限年齢を７０歳以上へ引き上げる企業への補助（３０万円／社）

・就業規則の改正等を支援する社会保険労務士をアドバイザーとして派遣

（１）シニアと企業のマッチング支援（ 一部新規 ） １２０，５７６千円

・県内８か所＊の埼玉しごとサポートで、就職相談から職業紹介までを支援

*川越、秩父、所沢、加須、春日部、深谷、草加、伊奈
・企業人材サポートデスクで面接会を開催

 豊富な経験や人脈を有するシニア人材と経営課題の解決を目指す企業との

マッチング機会を充実

新規・拡充内容

就職相談の様子

一部新規



障 害 者 雇 用 の 促 進

障害者雇用総合サポートセンターにおいて、企業における障害者の雇用と離職防止の取組を支援し、障害者雇用の拡大と職場定
着を図る。

目 的

【予算額】１８２，６１１千円

事業概要

１ 企業の障害者雇用支援 １８２，６１１千円

－ ２６ －

担当 雇用労働課 障害者・若年者支援担当
内線 ４５３６

（１）雇用開拓 １０，７９１千円

・障害者雇用開拓員による法定雇用率未達成企業等への働き掛け

・障害者雇用の経験が少ない企業における短期雇用体験の実施

（２）雇用支援（ 拡 充 ） １１０，８８１千円

・障害者に適した業務の切り出しや職場実習のコーディネート等を行うアドバイザーを増員

・精神保健福祉士等のチーム支援による精神障害者受入企業を拡大

（３）職場定着支援 ５４，５６５千円

・職場適応に課題がある障害者を抱える企業にジョブコーチ（職場適応援助者）を派遣

・市町村障害者就労支援センター等のスタッフのスキル向上を支援

（４）難病患者等の雇用促進（ 拡 充 ） ６，３７４千円

・難病患者の雇用の働き掛けを行う専任のアドバイザーを増員

・業務の切り出しや短期雇用体験の提案、職場の意識啓発など安心して働ける環境づくりを支援

市
町
村
障
害
者

就
労
支
援
セ
ン
タ
ー
等雇用ゼロ企業

雇用
企業

雇用検討企業

企 業 支援機関障害者雇用総合サポートセンター

雇用開拓

雇用支援

職場定着支援

支援

支援

連携



働 き 方 改 革 の 推 進

就業を希望する誰もが多様で柔軟な働き方を選択できる社会の実現に向け、企業の働き方改革の取組を支援する。

目 的

担当 多様な働き方推進課 総務・多様な働き方認定担当 内線 ３９６３
働き方改革推進担当 内線 ３９６０

【予算額】４７，９２７千円

事業概要

１ 働き方改革の推進 ４５，００７千円

一部新規

（１）働きやすい職場環境づくりの推進（ 一部新規 ）                  ２９，１７６千円

   ・働き方改革セミナーの実施

   ・仕事と生活の両立など働き方改革に取り組む企業への社会保険労務士等の派遣

 カスタマーハラスメント防止対策の強化に向け、有識者会議等による検討を実施

新規・拡充内容

（２）多様な働き方実践企業の認定（ 一部新規 ）                    １５，８３１千円

テレワークや短時間勤務など多様な働き方を実践する企業の認定

 認定企業の優れた取組を紹介する動画を制作し、求職者や大学生等へのＰＲを強化

新規・拡充内容

（１）男性の育児休業取得の推進                                ２，３５８千円

・男性の育休取得に積極的に取り組む企業を「埼玉ＰＸ＊大賞」として表彰

*父性を意味するパタニティと変革を意味するトランスフォーメーションを組み合わせた造語

・受賞企業の取組事例や各種支援情報等のＷｅｂサイトによる発信

－ ２７ －

（２）仕事と育児・介護等の両立支援相談 ５６２千円

「仕事と生活の両立支援相談窓口」による相談対応

２ 仕事と育児・介護等の両立支援 ２，９２０千円



人 手 不 足 対 策 の 推 進

企業の人材確保や生産性向上の取組を支援し、人手不足の解消を図る。

目 的

担当 雇用労働課 企画・労働団体担当 内線 ４５３４
就業・求人相談担当 外線 ０４８（８２６）５６５０

人材活躍支援課 シニア・外国人活躍支援担当 内線 ４５４３
産業人材育成課 技能振興担当 内線 ４６０２

総務・職業訓練担当 内線 ４５９６
産業支援課 ＤＸ推進担当 内線 ３７８８

経営革新支援担当 内線 ３９０３

【予算額】１，１８０，５６３千円

事業概要

一部新規

－ ２８ －

（２）外国人材の確保支援（ 一部新規 ） ７，０３９千円

ポータルサイト「ＷＯＲＫ ＩＮ ＳＡＩＴＡＭＡ」により、企業の外国人

採用情報や埼玉県の魅力を多言語で発信

ポータルサイト「WORK IN SAITAMA」

１ 人材供給の取組 ２７２，６９２千円

合同企業面接会の様子

（１）県内企業の人材確保支援（ 一部新規 ） １４６，０７０千円

・さいたま、川越、熊谷の各企業人材サポートデスクで企業からの相談対応や

各種面接会を開催

・県内８か所＊の埼玉しごとサポートで面接会を開催

*川越、秩父、所沢、加須、春日部、深谷、草加、伊奈

 豊富な経験や人脈を有するシニア人材と経営課題の解決を目指す企業との
マッチング機会を充実

新規・拡充内容（再掲）

 企業を訪問して外国人材活用の助言等を行うアドバイザーを産業振興公社
に配置

 外国人材の採用実績がある企業による事例発表会・相談会の開催

新規・拡充内容



事業概要

２ 企業の生産性向上支援 ８２１，２７１千円

－ ２９ －

（１）ＤＸの推進（ 一部新規（再掲）） ８５，２２９千円

３ 人材育成の取組 ８６，６００千円

（１）中小企業の人材育成支援 ７３，３８３千円

・「働く人のためのＤＸ推進講座」を無料オンライン配信

・県内７か所の高等技術専門校において、実務に役立つ全２０４講座のスキルアップ講習や

専用のポータルサイトによるリスキリング相談・情報発信を実施

 副業・兼業人材を確保する際の人材紹介手数料等を補助
対象：副業・兼業人材を活用して経営革新を図る企業
内容：初回利用者 補助率 ８／１０ 上限額 ５０万円

新規・拡充内容

（２）若手ものづくり人材の確保・育成（ 一部新規 ） １３，２１７千円

優秀技能者の表彰、技能五輪全国大会等出場者に対する実技指導を実施

（３）プロフェッショナル人材の確保支援（ 一部新規 ） １１９，５８３千円

・プロフェッショナル人材戦略拠点を運営し、民間職業紹介事業者と連携して中小企業の人材確保を支援

・即戦力人材を確保する際の人材紹介手数料を補助
対象：ＤＸを活用した新たな取組に必要な人材を確保する企業
内容：初回利用者 補助率 １／２ 上限額 １５０万円

２回目以降 補助率 １／３ 上限額 １００万円

（２）人手不足の課題解決に向けた省力化支援（ 一部新規（再掲）） ７３６，０４２千円

技能五輪全国大会（左官）
 技能検定*３級の受検料を一部支援

対象：３５歳未満の若年者 補助額：上限 ９，０００円
*機械加工や造園など技能の習得レベルを評価する国家検定制度（１３２職種）

新規・拡充内容




